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４ 嶺北地域  

 

（１） 地域の産業を取り巻く状況 

 

嶺北地域の人口（国勢調査ベース）は平成27年現在で11,928人と、ピークであった昭和

30年（44,709人）と比較して７割以上も減少しています。近年においても減少傾向に歯止

めがかからず、特に少子化や高齢化が著しく進んだために経済活動の基盤となる生産年齢

人口比率は50％を下回るなど厳しい経済状況にあります。 

さらに、将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）に準拠した国のまち・

ひと・しごと創生本部事務局の推計によると、2060 年(平成72年)には7,103人にまで減少

することが予想されています。 

人口の減少は、地域内の消費活動の低下を招き経済活動の縮小につながるほか、いずれ

の産業においても、就労者の高齢化の進行と後継者の不足を招いています。    

一方で、豊かな山や川、森の資源に恵まれた当地域は、気候を生かした農作物や木材を供給

するとともに、それぞれの地区で伝統的文化や風習を受け継いでいるなど、本県にとって重要

な役割を果たすとともに、潜在的に発展しうる可能性を秘めた地域でもあります。 

そうした状況のもと、基幹産業である農林業を中心として産業振興に引き続き取り組む

ためには、人材の地元定着と移住を含むＵＩターンによる担い手の確保を積極的に進めて

いくとともに、県外資本の活用を視野に入れて取り組む必要があります。 

農業分野では、耕作放棄地の増加や生産資材の高騰など、経営にとって不利な状況は続

いていますが、気温の寒暖差を生かした作物栽培、肉用牛や食鳥のブランド化など地域性

を生かした取組も進んできました。 

林業分野は、県内でも有数の森林資源を持つ地域として、これまで誘致を進めてきた大

型製材工場が平成 25年に操業を開始するなど生産体制が大きく拡大しました。これにより

地域内を中心として原木供給を行い、木材価格の低迷が続く中でも地域での木材の好循環

につながる素地ができてきました。 

商工業分野では、これまで碁石茶など一部の商品が堅調であったことに加え、農商工連

携や６次産業化といった視点で進めてきた製品開発や販路の開拓が進むなど広がりが出始

めています。 

観光分野では、これまでも豊かな自然や様々な文化をアピールしてきましたが、その魅

力を十分に伝えられていなかったことから経済効果が得られるまでにはいたっていません

でした。しかし、近年の移住者の増加や、大阪圏を中心とする県外の大学等との連携など

により、若い人々の交流と情報の発信が増えています。また、自然を生かした体験型の観

光・交流メニューづくりや施設整備などの取組も行われています。 

構成４町村はそれぞれ平成 27 年度にまち・ひと・しごと創生総合戦略を策定し、人口

の維持と交流人口の拡大、地域の特性を生かした地域づくりによる地方創生に改めて取り

組んでいます。産業振興の取組はこの地方創生の重要な要素であり、各町村と県がそれぞ

れの産業分野で目指すべき方向、目標などを共有するとともに、役割分担をしながら事業

を進め、相互発展を目指しています。  



 

（２） 地域アクションプランの概要 

 

 当地域では、これまで取り組んできた事業の成果や課題を踏まえて継続する取組に加え、

県外の人材や資本を活用した新たな取組や、地域産業クラスター化を目指して拡大・統合

を行う取組など、中山間地域の活性化に取り組んでいきます。 

農業分野では、ブランド米の生産、「れいほく八菜」の取組など環境保全型農業の拡大・

定着、園芸野菜やユズ、花きの栽培とブランド化、米粉など加工品の販売促進に加え、地

域ブランドの肉用牛（土佐あかうし、大川黒牛）や土佐はちきん地鶏の生産拡大と販売体

制の充実など畜産業の取組を強化します。 

また、地域外からの就農体験を進め、新たな担い手確保につなげる試みを継続するとと

もに、生産条件が不利な中山間地域の農業を守る地域づくりを進めます。さらに、高品質・高

収量の生産により若者が夢と希望を持てる農業の実現を目指して、環境制御などの先進技術を

取り入れた「次世代型こうち新施設園芸システム」の導入や、中山間農業の複合経営拠点化を

推進していきます。  

林業分野では、大型製材工場の生産の拡充にあわせた原木供給を進めることで、豊富な

森林資源の利用の促進と安定供給体制の構築を進め、嶺北地域全体での林業クラスター化

を目指します。また、地球環境への関心の高まりなどから、木の良さが見直されるなど森

林資源の活用の機運が広がっており、嶺北材を消費地に売り込むとともに、間伐の拡大や

苗木の栽培などにより循環資源である森林の維持に努めていきます。さらに、地域の豊か

な山林とそこで培われた技術・人材を最大限に生かした担い手育成の取組も実施します。 

商工業分野では、嶺北産の農産物を始めとした特産品を集約して大阪圏の小中規模飲食

店等を対象に販売する仕組みづくりとともに、県外でも評価が高い「碁石茶」をはじめ、

農産物を加工した特産品を開発し販路拡大に取り組んでいきます。また、地域の特徴であ

る木材資源を生かし付加価値を高めた木工製品の製造や、インターネットを中心とした販

売体制の強化などに取り組みます。さらに、銀行、大学、企業、行政、関係団体等が協働

して、クラウドファンディングによる起業化の推進や新たな商品開発等に取り組みます。 

観光分野では、県外企業との協働によりアウトドアの拠点を整備するほか、地域内の観

光関係者の連携を図り、広域観光に対応する体制づくりを推進します。また、豊かな環境

が残る山岳や川、棚田などの景観を生かし、体験型の観光資源の開発に取り組むとともに、

大学生の地域づくり活動の受け入れなど地域外とのつながりを深め、交流人口の拡大を引

き続き進めていきます。 

 各産業分野と横断的に関わり、担い手としても期待されるＵターンを含む移住者の受け

入れを促進するため、市町村と NPO法人等が協力して、地域情報の発信やネットワークづ

くりなどに引き続き取り組んでいきます。 

また、県内大学の卒業生や学生を中心として設立された「事業創出支援プラットホーム

“ONEれいほく”」や集落活動センター等におけるビジネス創出の取組により、地域イメー

ジの向上と雇用の場の確保を図ることで、さらなる移住者の増加や地域の若者定着につな

げていきます。 

 



 

（３） 主要な指標及び目標 

 

項     目 実  績 目  標 

JA出資型法人の農業経営事業(園芸)の売上高 H26：23,670千円 H31：50,000千円 

ユズ加工品の販売額 H26：3.1億円 H31：6.0億円 

ブランド米「土佐天空の郷」の販売額 H26：0.37億円 H31：1.0億円 

㈱大豊ゆとりﾌｧｰﾑのｸｰﾙﾍﾞｼﾞﾀﾌﾞﾙの販売額 H26：6,000千円 H31：14,000千円 

「土佐あかうし」の販売額 H26：1.5億円 H31：3.0億円 

「土佐はちきん地鶏」の出荷羽数 H26：5.2万羽  H31：12.5万羽 

木材の素材生産量 H26：98,515㎥ H31：130,000㎥ 

県外飲食店等との直接取引による販売額 H27：0千円  H31：85,200千円 

クラウドファンディングの調達額 H27：0千円  H31：15,000千円 

（H28-31累計） 

アウトドア拠点施設の利用者数 H27：0人 H31：50,000人 

移住者数 H26：214人 

（H24-26累計） 

H31：280人 

（H28-31累計） 

 



（４）　具体的な取組

№
本
山
町

大
豊
町

土
佐
町

大
川
村

1 れいほくブランドの園芸産地の維持 ● ● ● ●

2 JA出資型法人（（株）れいほく未来）を核とする地域活性化の取組 ● ● ● ●

3 ユズ産地の確立と加工・販売の促進 ● ● ●

4 天空の郷ブランドによる地域活性化の取組 ●

5 （株）大豊ゆとりファームを核として地域資源の活用により地域産業を持続化させる取組 ●

6 土佐あかうしの競争力の確保による肉用牛産業の再興 ● ● ●

7 土佐はちきん地鶏・大川黒牛を活用した畜産業の活性化 ●

8 嶺北地域における林業クラスター化の取組 ● ● ● ●

9 れいほくスケルトン（嶺北材の邸別販売）の促進及び建築人材の育成 ● ● ● ●

10 特用林産物（シキミ、サカキ）の販売促進 ● ● ● ●

11 嶺北の山林をフィールドとした「森の教習所」による担い手育成の取組 ●

12 嶺北地域の特産品販路拡大への支援 ● ● ● ●

項目

13 クラウドファンディングを活用した地域活性化　 ● ● ● ●

14 ばうむ合同会社による地域資源（木材・米）活用の取組 ●

15 碁石茶を中心とした加工品ビジネスの展開 ●

16 嶺北材を活かしたオリジナル木工品の製造・販売による地域活性化 ●

17 嶺北地域の連携による交流人口の拡大 ● ● ● ●

18 嶺北広域観光アウトドアの里づくり ● ● ● ●

19 嶺北地域における山岳観光の拠点整備 ● ● ● ●

20 さめうら湖の活用をはじめとしたスポーツツーリズムの振興 ● ● ● ●

21 嶺北地域の連携による移住促進の取組 ● ● ● ●

22 学生・若者と地域の連携による事業創出支援プラットホーム「ONEれいほく」の構築 ● ● ● ●

23 大豊町西峯地区におけるビジネス創出による地域活性化の取組 ●

 



1、2、7、8、9、10、12、13、17、18

19、20、21、22
1、2、3、5、6、8、9、10、12、13、15

17、18、19、20、21、22、23

大川村

土佐町

本山町
大豊町

【嶺北地域】

1、2、3、4、6、8、9、10、12、13、14、17

18、19、20、21、22

1、2、3、6、8、9、10、11、12、13、16

17、18、19、20、21、22

 



【嶺北地域】

1 れいほくブランドの園芸産
地の維持

《嶺北地域全域》

・JA土佐れいほく
（園芸部会、花卉部
会、コンフィデンスフ
ラワー）

＜れいほく八菜＞
・農業担い手の発掘・育
成
・新規就農希望者の基幹
品目への集約

・基幹品目の栽培確立及
び生産技術の向上

◆「れいほく八菜」の産
地の維持

◆「れいほく八花」の生
産拡大

 

アクションプランの取組開始：H21
＜れいほく八菜＞
・販売額及び生産者数の推移（H21
～28）
◆れいほく八菜の販売額及び生産
者数は、生産者の高齢化や後継者
不足などにより年々減少し、特に
H20以降は著しい減少傾向となって
いる。しかし、生産者の確保育成の
取組により、減少傾向は小さくなっ
た。

・環境保全型農業の推進と重点お
よび基幹品目の栽培技術の向上
(H21～28)
◆嶺北の売りである環境に優しい
農業の一層の推進と新技術の普
及、さらにれいほく八菜の重点品目
である米ナスの面積拡大や三色
ピーマンなど推進品目を中心に収
量アップの取組を実施した。H28は9
月以降の天候不順（日照不足）の
影響で出荷量が減少したが、年度
末目標はほぼ達成した。

＜れいほく八花＞
・‘ノーブル’由来の新品
種の特性把握と‘ノーブ
ル’を中心とした八花の
高品質・安定栽培技術の
確立

・市場評価の把握とブラ
ンド化による付加価値化

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取組と成果 課題 主な内容

「環境」、「安全・安心」をキー
ワードにして、農業所得の向
上を図るため「れいほく八
菜」、「れいほく八花」の収量・
品質の向上に取り組む。

＜れいほく八花＞
・ノーブルを中心とした八花の高品
質・安定生産技術確立のための実
証調査及び現地巡回指導
(H21～28)
◆花き生産者は少数であり、高齡
化が進んでいるが、嶺北地域の冷
涼な気候を活かし、概ね一定の販
売額を保った。
◆嶺北にしかない花であるノーブル
は、市場の評価を保ち、最近では
新たな市場からの引き合いも出て
きている。
◆限られた生産者数と栽培面積で
あるが、組織培養苗や病害虫防除
の徹底等の新たな取組を行い、高
品質・安定生産技術の確立に向け
た部会活動を行うことで、農家の所
得維持・向上につなげることができ
た。
◆ノーブル由来の新品種の登録申
請（3品種）により新たな販売展開が
できるようになり、東京での花の商
談会でも産地紹介を行い、直接使
用してくれる花販売店へもPRを行っ
た。
◆新たに導入したオリエンタル系ユ
リ八重品種の特性を把握すること
で、栽培技術の向上と有望品種の
選択に繋がった。

・ノーブルの球根供給システムの整
備(H21～28)
◆ノーブルの出荷本数および販売
額は概ね一定の値を保っている。



Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 指標 目標値（H31）

　

1.2億円

0.17億円

「れいほく八菜」の
販売額
（Ｈ19：3億円）
（H22：2.2億円）
（Ｈ26：1.6億円）

「れいほく八菜」の
生産者数
（H22：延べ198人）
（Ｈ26：延べ158人)
（H27時点のH31推
計値　113人）

1.8億円

130人

「れいほく八花」の
販売額
（H19：1.1億円）
（H22：1.1億円）
（H26：1.1億円）

うちノーブル
（H25：0.16億円）
（H26：0.17億円）

第３期計画
Ｈ３２以降

指標及び目標

「れいほく八菜」の産地の維持

基幹品目の栽培技術向上による生産拡大

れいほく版ＩＳＯ＋ＧＡＰの実施

他の八菜品目の生産技術の向上による収量アップ

‘ノーブル’を中心とした八花の高品質・安定生産技術の確立

市場評価の把握・八花のＰＲ販売促進活動

「れいほく八花」の生産拡大



【嶺北地域】

 

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取組と成果 課題 主な内容

2 JA出資型法人（(株)れい
ほく未来）を核とする地域
活性化の取組

《嶺北地域全域》

・(株)れいほく未来
・JA土佐れいほく

◆担い手の確保・育成
　（研修事業）

　 　

◆農業経営事業（園
　 芸、水稲）

　 　 　 　

◆農作業受託事業

　 　 　 　 ◆米関連事業（米粉）

　 　 　 　

・経営の安定化

・インターンシップ事業等
による新規研修生・雇用
者の確保

・経営の安定、拡大

・米粉の高付加価値化

・販路開拓

・新商品（加工品）開発

アクションプランの取組開始：H22
・JA出資法人(株)れいほく未来の設
立に向けた取組（H22～23）
・農作業受託の取組、研修等担い
手育成の取組（H24～28）
◆(株)れいほく未来がH23.4月に設
立され、事業が開始された。
　同社は、農作業の受託による耕
作放棄地の防止や農業担い手の育
成などを行うこととしており、地域農
業の新たな担い手として大きな役割
を担っている。
◆事業による機械導入により作業
効率の改善が図られた。（H21～
22）

・農業経営事業の安定化と地域農
業振興の取組（H24～28）
◆米ナスやピーマン類を中心に園
芸作物の栽培・販売や水稲・野菜
の育苗事業、水稲を中心とした作
業受託を経営の核とし売上高は伸
びてきている。
◆H25から始まったインターンシップ
事業がこれまで17回（89人参加）実
施され、事業体への雇用（3人）に繋
がった。

・米粉ビジネスの展開（H21～28）
◆米粉製粉工場稼動（H21)、米粉
パン工房オープン(H22)により、米
粉ビジネスが徐々に進み始め、H23
までは販売額も増加し、地域内の
雇用も増加した。H23まで全国的に
米粉事業が増え、H24には全国的
に米粉が余り、地域内でもH25～27
と生産調整を実施してきた。一方、
H25から大阪の米販売業者とのマッ
チングによる新たなブランド米の販
売が始まり、米及び米粉商品の販
売拡大に繋がっている。また、H24
からは、地元嶺北高等学校とコラボ
し、新商品開発に取り組み、H24に1
品目、H25に4品目、H26に2品目の
新商品を開発した。併せて、H26か
らは米粉料理研究家や大学と連携
した新商品開発にも取り組み、H27
に1品目、H28に2品目の新商品が
開発された。

農業生産の維持や担い手の
確保、耕作放棄地の解消な
どの課題解決を図り、農業所
得の向上と就業機会を創出
するため、新たな担い手とし
てのＪＡ出資型法人が農作業
受託や遊休農地等を活用し
た農業経営、就農希望者の
研修事業などを実施する。
米粉に関しては、米粉の製
造・販売や米粉加工商品の
開発・販売、関西圏をター
ゲットにした、安全・安心な食
の提供による地産外商など、
米粉を活用したビジネスを展
開し、新たな雇用の創造につ
なげる。

　◆畜産経営事業



Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 指標 目標値（H31）

第３期計画
Ｈ３２以降

指標及び目標

研修による新規就
農者数（雇用者数
含む）
（H24～27累計：8
人）

12人（H28～31
累計）

農業経営事業（園
芸）売上高
（H26：23,670千
円）

50,000千円

　

1.1億円米粉等の販売額
（H21：0.43億円）
（H26：1.04億円）

研修後の就農支援、営農サポート、研修計画見直し

担い手の確保・育成(研修事業)

農業経営事業（園芸、水稲）

農作業受託事業

経営規模の拡大、栽培品目・輪作体系の検討、有利販売に向けた販路・販売の検討

耕作放棄地の解消を目指した、農地借り入れや農作業受託作業の検討及び拡大、受託料金等直し等

研修生への農業技術習得に向けた研修実施

米粉の商品開発

米粉の販売強化（ＩＮＴ販売、海外への試験販売等）

ブランド米と連動した米粉の販売促進活動の継続

米粉パンの販売に向け

た取組
販売チャンネルの開拓

米関連事業（米粉）

研修生の募集

　 　

畜産経営事業

（Ｎｏ.6の取組による）



【嶺北地域】

 

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取組と成果 課題 主な内容

3 ユズ産地の確立と加工・
販売の促進

《大豊町、本山町、土佐
町》

「環境」、「安全・安心」をキー
ワードにした園芸品のブラン
ド化により、農業所得の向上
を図るため、ユズのブランド
化に向けた取組のレベルアッ
プを行うとともに、ユズの加
工・販売の促進に取り組む。

・嶺北地域果樹（ゆ
ず）産地協議会
・ＪＡ土佐れいほく

・生産体制の強化

・販売体制の強化

・原材料の安定的確保

◆ユズの生産拡大と高
付加価値化

アクションプランの取組開始：H21
・ユズ産地構造計画変更・作成
（H21～22、H28）
・ユズ加工場の建設・整備（H22）
◆旧ユズ加工場によるユズ加工品
の開発・製造と販売努力により、売
上が年々向上した。この結果、農協
加工場へのユズの出荷量の増加に
伴い、処理能力の不足が顕著と
なったため、ユズ加工場を新たに建
設した。新加工場は、搾汁ライン増
設により果汁の搾汁率や品質が向
上するとともに、ジュースラインの製
造能力と衛生管理が強化された。
新加工場はH23より本格稼働が始
まった。
◆H24にジュースライン、H25にPET
充填ラインに県版HACCPを導入し
た。

・国内・海外での販促活動の強化
（H21～28）
◆販売面では、国内・海外の展示
販売会など商談に積極的に参加し
商談を行った。
オランダでの賞味会等でアピール
し、商談をしてきた結果、EU及び中
東へ青果ユズを1.2t（H28）輸出で
き、現地で好評だった。



Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 指標 目標値（H31）

第３期計画
Ｈ３２以降

指標及び目標

ユズ加工品の販
売額
（H19：3.4億円）
（H22：4.6億円）
（H26：3.1億円）

6億円

・新・改植の支援、担い手となる生産者の育成、優良系統の導入・普及

・省力的な栽培技術、モノレールの導入

・こだわりを持った栽培による生産開発

ユズの生産拡大と高付加価値化

・新商品開発、国内外への商品宣伝及び販促活動、ブランド化

・新ユズ加工施設の経営安定化

ユズの生産拡大と高付加価値化



【嶺北地域】

 

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取組と成果 課題 主な内容

4 天空の郷ブランドによる
地域活性化の取組

《本山町》

・本山町特産品ブラ
ンド化推進協議会
・（一財）本山町農
業公社
・本山町

＜ブランド米の生産・販
売＞
・生産者の増加

・生産量の増加

・品質の安定化

・生産者価格の向上

◆ブランド米の生産維
持・販売促進

◆農作業受託事業

◆園芸用苗生産

・本山町 ＜直販所「さくら市」を核
とした地域活性化＞
・地域外からの顧客の確
保

・若手新規会員の開拓・
確保

・オリジナル加工品の開
発

・販売促進活動を行う人
材の育成

◆商品の充実

◆積極的な情報発信

◆人材の育成

農家の高齢化や担い手不足
に対応した農作業受委託事
業を展開するとともにブランド
米「土佐天空の郷」の販売促
進、園芸用苗生産拡大や特
産品の６次産業化と食材供
給拠点施設の活用に取り組
み、地域での担い手確保や
雇用の創出につなげる。

アクションプランの取組開始：H21
＜ブランド米の生産・販売＞
・本山町特産品ブランド化推進協議
会の設置（H20）
・棚田米のブランド化に向けた栽培
技術の向上、販売促進に向けた取
組(H22～28)
・産業振興推進総合支援事業費補
助金の活用による色彩選別機、米
選機、食味計、穀粒判別器等の導
入
(H21～23)
・コンクールへの出品(H21～28)
◆農業公社がブランド米を全量買
い取りする仕組を構築し、生産農家
の収入の安定化が図られた。
（H21）
◆H22.11月、お米日本一コンテストｉ
ｎしずおかで最優秀賞を受賞し、ブ
ランド米の地位を確立した。
◆米専門店を中心に取引先が全国
100店舗以上に拡大した。
◆H27.11月、お米日本一コンテストｉ
ｎしずおかで金賞を受賞した。
◆H28.11月、お米日本一コンテストｉ
ｎしずおかで実行委員会会長賞（特
別最高金賞）を受賞した。

＜直販所「さくら市」を核とした地域
活性化＞
・さくら市の販売額向上に向けた取
組
・産振総合支援事業費補助金（ス
テップアップ事業）を活用し、商品の
情報発信や集客のためのチラシ、
リーフレットの作成及び配布を実施
した(H24)
・会員対象にＰＯＰ作成講習会を開
催し、出荷品の情報発信方法の習
得による販売額向上、魅力ある店
づくりを行った(H24)
・商品充実に向けた栽培講習会の
実施（H25）・調理加工施設の検討
を行い、地域づくり支援事業を活用
して施設の整備を実施した（H25～
26）
・加工調理施設「さくら茶屋」を開設
し 農産物の試食ＰＲや軽食を販売

・汗見川活性化推
進委員会
・本山町

＜集落活動センター「汗
見川」による地域活性化
＞
・宿泊や特産品に関する
情報発信、営業活動の
不足

・活動の企画・コーディ
ネートや事務を担う若手
人材の不足

◆交流人口拡大事業

◆経済活動拡大事業

＜集落活動センター「汗見川」によ
る地域活性化＞
・集落活動センター開所（H24.6月）
・研修棟、ピザ釜の整備（H25）、トイ
レ・洗面所の整備（H26）、太陽光発
電設備の整備（H27)
・若手女性グループによるシソ等を
使った菓子の商品化（H25）
・地元企業と連携したシソ加工品の
商品化（H26：氷菓2種類、H27：ド
レッシング2種類、H28：飲料1種類）
・ソバ打ち・ピザ焼き体験インストラ
クター研修（H25～26）
・新たなイベント「川遊び体験・グッ
ズレンタル」、「ランチ・バイキング」
の開始（H26～28）
・薬草図鑑の作成（H26）
・清流館とシソ飲料をＰＲするＣＭの
制作・放映（H28）
・ＳＮＳ等を活用した清流館の利用
促進業務の委託（H28）
◆地域で栽培されたシソを買い取り
シソ原液を製造、地元企業に販売
し、それを原料にした新商品を共同
開発し、販売するという新たな地域
内経済循環の仕組と収益事業を創
設した。
◆清流館の宿泊件数の安定化、新
たなイベントの開始、視察の増加に
より、交流人口が拡大し、活動に関
わる住民のモチベーションが向上し
た。
◆菓子作りの若手女性グループが
誕生するなど活動の担い手が拡大
した。

し、農産物の試食ＰＲや軽食を販売
した(H27)
・有望品目・品種の栽培講習会や
衛生管理講習会を開催し、農家の
生産意欲向上に繋げた。(H28)



Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 指標 目標値（H31）

第３期計画
Ｈ３２以降

指標及び目標

ブランド米の販売
額
(H20：0.04億円)
(H22：0.31億円)
(H26：0.37億円)

1.0億円

1.8億円

　

販売額
( H22：1.39億円）
（Ｈ26：1.22億円）

ブランド米の生産増、販路拡大ブランド米の生産増、販路拡大

ブランド米の生産増、販売拡大

消費者との交流等による産地のファンづくり

ブランド米の生産増、販路拡大

美味しい米づくりの栽培法の検証

ブランド米の生産維持、販売促進

野菜等生産拡大、有望品目の推進、計画生産の推進

加工品の充実に向けた検討、開発

商品情報の発信

商品の充実

積極的な情報発信

人材の育成

農作業受託事業

耕作放棄地の解消を目指した、農地借り入れや農作業受託作業の検討及び拡大、受託料金等直し等

園芸用苗生産

栽培品目・栽培体系の検討

宿泊者数（延べ）
（H26：949人）

1,400人

交流人口拡大事業

既存の体験・イベントのブラッシュ・アップと新たな取組の検討・実施

地元企業と連携した新商品開発、販売促進に向けた取組

経済活動拡大事業

情報発信、営業方法等の見直し⇒ 実施

新メニューの開発等、食の魅力向上に向けた取組

清流館の宿泊者増加

に向けた取組の検討
清流館の宿泊者増加に向けた取組

定期的な研修会の開催、会員の増加

人材の育成



【嶺北地域】

 

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取組と成果 課題 主な内容

5 (株)大豊ゆとりファームを
核として地域資源の活用
により地域産業を持続化
させる取組

《大豊町》

中山間で安心して住み続け
ることができる地域を実現す
るため、伝統製法や農業の6
次産業化・環境問題など時代
に即した切り口により、農業
を中心とした地域産業を持続
化させるために、拠点型ビジ
ネスを展開する。

・(株)大豊ゆとり
ファーム
・大豊町

・農家の高齢化による減
少

・クールベジタブルなど新
たな付加価値を持つ地
域商品の生産と販路の
拡大

・大豊町山村農業実践セ
ンターでの研修生の確保

◆クールベジタブル等
の生産と販路の拡大

　 　 　

◆担い手の育成・確保

6 土佐あかうしの競争力の
確保による肉用牛産業の
再興

《本山町、土佐町、大豊
町》

・JA土佐れいほく
・(株)れいほく未来
・肉用牛生産組合
・本山町
・土佐町
・大豊町

土佐あかうしの産地を守り、
地域の畜産振興を図るため、
意欲ある生産者の規模拡大
を推進するとともに、土佐あ
かうし生産基地について、繁
殖・肥育一貫経営を軌道に乗
せ、安定的な出荷体制を構
築する。また、生産と食肉加
工から販売に至る畜産の６次
産業化に向けた取組を進め
る。

アクションプランの取組開始：Ｈ21
・遊休農地を活用したビジネスの展
開（H21～23）
・野菜等の地産地消ビジネスの展
開（H21～23）
・加工品づくりビジネスの展開
（H21～23）
・ふるさと支援ビジネスの展開（H21
～23）
・新たな付加価値を持つ地域産品
の販路拡大（H24～27）
・農地借り入れや作業受託による農
地保全の推進（H24～27）
・農業インターンシップ生の受入（Ｈ
28）
◆農作業の受委託、集荷システム
の取組は、地域の過疎化・高齢化
が進む中で、耕作放棄地の縮減な
ど地域への貢献が高い取組であ
る。クールベジタブルなど新たな付
加価値を持つ地域商品の開発など
を通じて、取組の継続発展が求め
られている。
　また、H27に県山間試験室を町山
村農業実践センターとして改修し、
研修生受入体制を充実させた。

アクションプランの取組開始：H21
・土佐あかうし生産施設の整備
（H26）
◆嶺北地域では、土佐あかうしの
未来を担う産地事業が始まり、あか
うしの一大基地として繁殖雌牛150
頭・肥育牛250頭規模の畜舎が完
成し、繁殖雌牛の導入や子牛の育
成が進んでいる。一方、個人でもレ
ンタル畜産施設等整備事業にて経
営規模を拡充し、永続的な経営の
出来る中規模農家が育ってきてい
る。これらにより、土佐あかうし増頭
の取組が進行している。

・農家戸数及び繁殖雌牛
が減少する中での繁殖
素牛の確保・増頭

・あかうし生産基地の整
備後の運営

◆農家の経営規模の
拡充に向けた取組

◆生産基地の整備と6
次産業化に向けた取組

◆新たな堆肥化処理施
設の整備及び県内産
飼料自給率の向上

7 土佐はちきん地鶏・大川
黒牛を活用した畜産業の
活性化

《大川村》

大川村の基幹産業である畜
産の振興により地域の活性
化を図り、雇用の確保、所得
の向上につなげる。

・(株)むらびと本舗
・（一社）大川村ふる
さとむら公社
・大川村

アクションプランの取組開始：H21
＜大川黒牛＞
・繁殖雌牛の保留・更新（H21～28）
◆大川村の支援等により、57頭
（H28）まで繁殖雌牛が増頭できた。
・国のクラスター事業及び県の産業
振興推進事業費補助金を活用し、
肥育牛舎の建替を行った。（H27～
28）
◆肥育牛舎の建替により、年間70
頭の出荷体制による繁殖肥育一貫
経営が構築できるようになった。

　
　
＜土佐はちきん地鶏＞
・生産施設の整備（レンタル鶏舎）
（H21～28）
◆産業振興推進事業費補助金を活
用し、施設整備や施設の改築を行
い、10万羽まで生産が可能になっ
た。（H21～22）
・販売促進活動（H21～28）
・大川村プロジェクトを定期的に開
催し、生産体制の改善と収益性確
保について検討した。(H26～28）

＜大川黒牛＞
・繁殖雌牛の高齢化

・繁殖雌牛の増頭及び育
成経費の確保

・肥育牛の増産

＜土佐はちきん地鶏＞
・飼養管理技術の習得

・出荷体制の改善

・生産原価の上昇

・収益性確保のための増
羽体制及び施設整備

＜大川黒牛＞
◆繁殖雌牛の増頭、繁
殖牛の1年1産体制の
確立、70頭出荷体制の
構築（繁殖肥育一貫経
営）

＜土佐はちきん地鶏＞
◆飼養管理技術の向
上及び食鳥処理施設
の整備・稼働並びに付
加価値販売



Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 指標 目標値（H31）

第３期計画
Ｈ３２以降

指標及び目標

クールベジタブル
の販売額
（H26：6,000千円）

14,000千円

土佐あかうしの販
売額
（H19：2億円）
（H22：1.9億円）
（H26：1.5億円）

3.0億円

耕作放棄地の縮減を目指した、農地借り入れや農作業受託作業の拡大

クールベジタブル等の生産と販路の拡大

クールベジタブル（独自のカーボンオフセット制度）など、新たな付加価値がついた商品の開発、生産、販売、ＰＲ活動

町内で生産された少量農産物の庭先集荷活動

担い手の確保・育成

大豊町山村農業実践センターで研修実施（１年間）

次年度研修生の募集 次年度研修生の募集 次年度研修生の募集 次年度研修生の募集

研修後の就農・営農サポート

次年度研修生の募集

生産基地の整備と６次産業化に向けた取組

農家の経営規模の拡充に向けた取組

食肉加工施設の整備方針の検討 食肉の販路開拓

レンタル畜産施設等整備事業の活用・繁殖雌牛増頭に係る支援の活用

食肉加工施設の整備

黒牛の販売額
（H19：70,000千
円）
（H25：45,000千
円）
（H26：34,000千
円）

出荷羽数
（H19：1万羽）
（H25：5.5万羽）
（H26：5.2万羽）

54,900千円

12.5万羽

担い手の確保・育成（研修生の受け入れ）

食鳥処理・加工施設の整備

＜大川黒牛＞繁殖雌牛の増頭、繁殖牛の1年1産体制の確立、70頭出荷体制の構築（繁殖肥育一貫経営）

繁殖雌牛の増頭

＜土佐はちきん地鶏＞飼養管理技術の向上及び食鳥処理施設の整備・稼働並びに付加価値販売

飼養管理技術の向上（施設整備による孵化率・育成率の向上、研修会の実施等）

はちきん地鶏の付加価値販売、加工品の開発・販路開拓

関係者間（事業者、村、県）の協議

繁殖雌牛の導入に対する支援の活用

肥育技術の向上による安定的な出荷体制の構築

繁殖牛舎の改修

土佐町肉用牛

推進協議会

設立

地域産飼料の生産・販売

堆肥舎の整備

新たな堆肥化処理施設の整備及び県内産飼料自給率の向上



【嶺北地域】

 

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取組と成果 課題 主な内容

8 嶺北地域における林業ク
ラスター化の取組

《嶺北地域全域》

嶺北地域の豊かな森林資源
を活かし、間伐から素材生
産、製材・加工を集約したクラ
スター化を図ることにより、林
業での地域活性化を目指
す。

◆安定的な木材生産・
供給システムの構築

◆再造林の推進

◆ストックヤードの整備
による原木の供給体制
づくり

◆木質バイオマス発電
施設等の導入検討

◆製材品等の生産

＜木材生産・供給システ
ム＞
・搬出間伐の生産性向上
・皆伐事業地の拡大に伴
う再造林の推進

・林業事業体の体質強化

・林業従事者及び担い手
の育成確保

・原木の安定供給体制
の構築

＜大型製材工場＞
・フル生産に向けた原木
の安定供給（高知おおと
よ製材(株)）

アクションプランの取組開始：H21
＜木材生産・供給システム＞
・森の工場の推進（H21～28）
　　37工場（3,773.48ha）
・林業事業体の育成（H21～28）
・林業の担い手の育成確保（H21～
28）
◆林業の担い手の減少や木材製品
販売の低迷などにより、第2期計画
ではH27末の目標に達しなかった
が、大型製材工場の本格稼働に伴
い、木材の安定供給を図る必要が
あるため、搬出（利用）間伐を通じて
更なる森林整備の推進が期待され
る。

＜大型製材工場＞
・大型製材工場の誘致 （H21～25）
◆誘致先企業と具体的な誘致交渉
の結果、H23.9月に大豊町への進
出協定の締結が実現した。
◆造成工事等を経てH25.8月操業
開始した。
・生産体制の確立（H25～28）
◆計画に従い、生産量、人員体制
等の拡充を実施した。

・森林所有者
・自伐林家
・森林組合
・素材生産事業体
・高知おおとよ製材
(株)
・嶺北広域原木安
定供給協議会
・大豊町
・本山町
・土佐町
・大川村



Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 指標 目標値（H31）

第３期計画
Ｈ３２以降

指標及び目標

素材生産量
（H19： 76,404㎥）
（H22： 56,464㎥）
（H26： 98,515㎥）

130,000㎥

製材品等の生産

皆伐施業地の拡大に伴い、再造林の補助制度を活用した伐採跡地の更新

再造林の推進

林業事業体の育成、林業の担い手の育成確保

原木生産体制の強化（間伐・皆伐の推進、木材生産・供給システムの構築、Ｃ材の安定供給）

安定的な木材生産・供給システムの構築

ストックヤードの整備による原木の供給体制づくり

造成工事

（大豊町）

ストックヤード施設整備

（大豊町）

木質バイオマス発電施設等の導入検討

木質バイオマス発電施設等の導入に向けた調査・検討・誘致
（大豊町）

フル生産 健全運営

CLTパネル工場の整備検討



【嶺北地域】

 

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取組と成果 課題 主な内容

9 れいほくスケルトン(嶺北
材の邸別販売)の促進及
び建築人材の育成

《嶺北地域全域》

れいほくスケルトン(嶺北材の
邸別販売）の促進に向けた取
組により、嶺北材の販路拡大
を図る。

・(株)SUN SHOW
・レイホク木材工業
（協）
・吉野川リビング
(協)
・木がつなぐ森と人
の未来協議会（れい
ほくスケルトン）
・本山町
・土佐町

・嶺北材の販路拡大

・エンドユーザーへの木
の良さのPR強化

・建築士等との連携

◆販売促進

◆エンドユーザーへの
PR活動

　
◆「木」について学ぶセ
ミナー等の開催

10 特用林産物（シキミ、サカ
キ）の販売促進

《嶺北地域全域》

シキミ、サカキの生産量の増
加及び品質の向上に取り組
むとともに、生産者の高齢化
等により発生する栽培放棄
地を有効活用することによ
り、収益へとつなげる取組を
実施する。

・生産者
・(一財)本山町農業
公社
・土佐町森林組合

・生産量の増加

・品質の向上

・高齢化に伴う栽培放棄
地の活用

◆生産量拡大及び品
質向上に向けた取組

◆栽培放棄地の活用

アクションプランの取組開始：H21
・企画・品質管理（H21～23）
・販売先との連携（H21～23）
・PR活動（H21～28）
・「木がつなぐ森と人の未来協議会
（れいほくスケルトン）」設立（H28）
・地域材の特性や木造住宅のメリッ
ト等について学ぶセミナーの開催
（H28）
◆四国島内を中心とする邸別販売
実施により3,036㎥（H24～27合計）
の嶺北材が出荷できた。

アクションプランの取組開始：H21
・栽培管理等の研修（H21～23）
◆病害虫防除研修や束ね方研修な
どを通じ、生産者への生産技術向
上が図られた。

・共同出荷の開始（H23～25）
◆シキミ・サカキの共同集出荷体制
の整備を目標とし、取組を実施して
きた結果、少量ではあるが共同出
荷を行うことができた。

・栽培放棄地の活用（H26～28）
◆生産者自身での管理が困難と
なった栽培地について、生産者台

11 嶺北の山林をフィールドと
した「森の教習所」による
担い手育成の取組

《土佐町》

・いしはらの里協議
会
・土佐町
・民間事業者
（(株)FPI）等

◆取組内容の検討及
び受入体制の整備

◆嶺北の山林をフィー
ルドとした「森の教習
所」による担い手育成
の取組

集落活動センター「いしはら
の里」を拠点に、主に土佐町
内の山林（石原地区校下林、
町有林等）等をフィールドとす
る実践的な林業および林産
業研修の企画・実施・コー
ディネートを行う。
本事業を通じて林業の担い
手を育成するとともに、フィー
ルドとなる山林の維持管理及
び集落活動センターの収益
向上を図る。

アクションプランの取組開始：H28
・研修内容の検討（H28）
・受入体制の整備（H28）
◆地域の林業家や民間事業者、県
立林業学校等と連携し、H29.1月の
試行的実施に向けて研修内容の検
討及び受入体制の整備ができた。

・研修生の確保

・研修内容の拡充

・コーディネーター人材の
確保

帳等を整備するとともに、公社へ生
産管理を委託する取組を実施し、
公社と土地所有者との間でシキミ
栽培地の委託契約締結（大豊町、
本山町、土佐町）ができた。



Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 指標 目標値（H31）

第３期計画
Ｈ３２以降

指標及び目標

木材の出荷量
(H26： 744㎥)

2,000㎥

販売数量
(H23：  604kg)
(H26：2,350kg)

2,500kg

主に四国島内における営業活動の展開

販売促進

れいほくスケルトンのPR活動

エンドユーザーへのPR活動

開催手法等の検討

セミナー等の開催

「木」について学ぶセミナー等の開催

生産量拡大及び品質向上に向けた取組

栽培放棄地の活用

病虫害防除及び販売方法等の指導

既存販売ルートに係る情報分析

林業研修者
（H27：0人）

研修者の宿泊日
数
（H27：0泊）

60人（H28～31
累計）

360泊（H28～
31累計）

栽培放棄地の活用

放棄地情報の収集

委託管理等による活用

嶺北の山林をフィールドとした「森の教習所」による担い手育成の取組

内容の検討

各種許認可、届出等手続き

試行的実施 研修内容の拡充

取組内容の検討及び受入体制の整備

受入体制の整備



【嶺北地域】

 

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取組と成果 課題 主な内容

12 嶺北地域の特産品販路
拡大への支援

《嶺北地域全域》

・(株)れいほく未来
・NPO法人土佐さめ
うら観光協会
・ポータルサイト利
用事業者
・土佐町
・本山町
・大豊町
・大川村

・効率的な集荷方法等、
集荷システムの確立

・販売商品の更なる発掘

・ポータルサイトのリ
ニューアルによる販売額
の増加

◆ポータルサイトの定
着・広報・販売促進

移住者等を受入している農業
法人等が大阪圏の関係者
（行政、企業等）と連携し、小
規模農家等の直接販売向け
の農産物を集約して大阪圏
の小中規模飲食店等を対象
に販売する仕組みをつくる。
あわせて、ネット販売等によ
り嶺北地域の特産品の地産
外商を促進する。

◆県外飲食店との農産
物の直接販売

アクションプラン取組開始：H28
・受発注管理システムを活用した農
産物の直接販売（H28）
・販売商品（農産物）の発掘（H28）
・商談会への参加（H28）
◆直接販売（外商）の仕組みづくり
を目指し、生産・集荷体制が整って
きた。

・ポータルサイトによる嶺北産品の
販売

13 クラウドファンディングを
活用した地域活性化

《嶺北地域全域》

嶺北地域を主なフィールドと
して、金融機関、大学、企業、
行政、関係団体等が協働し、
クラウドファンディングによる
起業化の推進や新たな商品
開発、体験型交流事業に取り
組むことで地域活性化を目指
す。

・金融機関・高知大
学・町村等で構成す
る協議会
・商工会
・本山町
・大豊町
・土佐町
・大川村

・地域課題の掘り起こし
及び地域住民の参加促
進・啓発

・企画をサポートする人
材の育成

◆FAAVO高知の運営・
資金調達

◆FAAVOサポーターの
発掘・育成

アクションプランの取組開始：H28
・FAAVO高知開設（H28）
・嶺北地域サブオーナー連携会議
の実施（H28）
・アイデアソンの実施（H28）
◆NPO法人ONEれいほくが事務局
となり、商品開発や地域活性化の
取り組みを支援するプロジェクトを
実施した。（H28：嶺北地域3件）



Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 指標 目標値（H31）

第３期計画
Ｈ３２以降

指標及び目標

85,200千円

ポータルサイト年
間売上高
（H24：391千円）
（H26：564千円）

1,200千円

　 　

・県外飲食店等と
の直接取引による
販売額
（H27：0円）

ポータルサイトの定着・広報・販売促進

掲載商品（セット商品を含む）の検証・改善

広報及び販売促進活動の展開

ポータルサイト「土佐さめうらｅ商店街」の定着（随時、運営体制の検証・改善）

県外飲食店との農産物の直接販売

システム（集荷、

出荷、受発注管

理（電子）、マネ

ジメント組織）構

築

集出荷・取引強化

新たな販路開拓、ＰＲ活動

調達額
(H27：0円）

嶺北地域のプロ
ジェクト数
(H27：0件）

15,000千円
(H28～31累計)

5件

FAAVO高知の運営・資金調達

事務局設置

内容の検討

案件審査、FAAVO高知運営、資金調達

勉強会・研修会の実施、地域活動の実施

FAAVOサポーターの発掘・育成

FAAVOサポーターによる起業等の支援

体験型交流事業の実施や新商品開発等への支援

県内企業・協力者へのＰＲ



【嶺北地域】

 

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取組と成果 課題 主な内容

14 ばうむ合同会社による地
域資源（木材・米）活用の
取組

《本山町》

嶺北産材やブランド米などの
地域資源を活用し、新たな産
業を生み出す活動を通じて、
地域の活性化を目指す。

・ばうむ合同会社
・本山町

＜木材製品の製造・販売
＞
・生産体制が脆弱

・売上のさらなる増加

◆生産性の向上

◆販路拡大・PR活動

＜米焼酎の製造・販売＞
・売上の増加

・認知度の向上

◆販路拡大・PR活動

◆新商品の開発

＜米焼酎の製造・販売＞
・産業振興推進総合支援事業費補
助金を活用した地元ブランド米加工
品「米焼酎」の製造施設の整備
（H24)
・「米焼酎」の製造販売及び営業・
販促活動（H26.2月～）
・沖縄以外で初となる「泡盛」の製
造販売（H28.6月～）
・クラウドファンディングを活用した
「ワンカップ泡盛」の製造販売
（H28.12月～）
◆泡盛の新発売を機に販売額が増
加した。

アクションプランの取組開始：Ｈ21
＜木材製品の製造・販売＞
・杉柾目フリーパネルや学習机等の
製造販売（H21～28）
・レーザー加工機の導入による「もく
レース」等オリジナル木製雑貨の開
発と製造販売（H22～28）
・木工教室や親子学習机づくり体験
ツアー等の実施（H22～28)
・インターネットや県外への営業に
よる販路拡大・PR活動（H21～28）
・産業振興推進総合支援事業費補
助金を活用したレーザー加工機の
増設・工場の拡張（H28)
・生産管理等を担う管理職の配置
（H28.7月）
◆レーザー加工したオリジナル木
製雑貨が評価を得て、ノベルティ・
グッズ等を受注し、売上増につな
がった。
◆親子学習机づくり体験ツアーが
好評でツアーを増設するなど、嶺北
産材のPR、交流人口の拡大に資す
ることができた。

15 碁石茶を中心とした加工
品ビジネスの展開

《大豊町》

高知県大豊町で生産される
日本で唯一の微生物発酵茶
「碁石茶」の需要拡大に取り
組み、400余年継承される製
造技術の伝承と農家所得の
向上を図る。

・大豊町碁石茶協
同組合
・(株)大豊ゆとり
ファーム
・大豊町

◆碁石茶を中心とした
加工品ビジネスの展開

・新規生産者の育成・確
保

・原材料となる茶葉（茶
園）の確保

・販路の維持・拡大

・機能性表示等の活用に
よる付加価値の向上

アクションプランの取組開始：H21
・加工品づくりビジネスの展開
（H21～23）
・碁石茶を中心にした加工品ビジネ
スの展開（H24～28）
・碁石茶製造アルバイトの導入
（H28）
・機能性表示に向けた臨床試験の
実施（Ｈ28）
◆H26.12月末時点までは、過年産
の在庫を大量に持つ状況が続き、
H24～26は生産調整せざるを得な
いなど、厳しい状況であった。
　この間、カートカンやティーバッグ
など入口商品の開発を行い、地道
な販促活動を行うことで、主に関東
圏での取引先が徐々に増え、全国
に商流を持つ食品卸業者との取引
も開始された。H27.3月に全国放送
のテレビ番組に取り上げられたこと
から、一気に知名度が向上し、注文
が殺到、過年産在庫の課題は一掃
された。
　H28は生産量を確保するための新
たな取組として、碁石茶の生産体験
を兼ねたアルバイトを導入したとこ
ろ、多くの参加者があり、移住にも
つながってきている。



Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 指標 目標値（H31）

第３期計画
Ｈ３２以降

指標及び目標

木工製品全般の
売上高
（H19：　－　）
（H23：25,000千
円）
（H26：33,000千
円）

89,000千円

焼酎の販売額
（H26：4,655千円）

19,590千円

新商品の開発

販路拡大・PR活動

県内外の販売業、飲食店、消費者に向けた多様な手法による販売促進・ＰＲ活動

生産性の向上

県内外の企業・消費者に向けた多様な手法による販売促進・PR活動

品質確保・生産拡大・安定供給に向けた取組

販路拡大・ＰＲ活動

新商品の開発

施設設備整備

碁石茶関連商品
の総販売額
（H19：0.1億円）
（H22：0.2億円）
（H26：0.1億円）

0.6億円

　 　

碁石茶を中心とした加工品ビジネスの展開

商品開発、PR活動、販路拡大

新規生産者（組合員）の育成・確保

機能性表示等への対応（臨床試験等データの蓄積）

原材料となる茶葉（茶園）の確保

碁石茶製造施設の整備 共同利用による生産拡大、ＯＪＴ



【嶺北地域】

 

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取組と成果 課題 主な内容

16 嶺北材を活かしたオリジ
ナル木工品の製造・販売
による地域活性化

《土佐町》

嶺北産の自然木の魅力を活
かしたオーダーメードの木工
製品の製造・販売を通じ、地
域活性化を目指す。

・さめうらこむ
・犬小屋製作工房K
・土佐地区商工会

・生産効率の向上

・全国への販売拡大

◆オーダーメイドペット
ハウスの製作・販売
［犬小屋製作工房K］

◆生産拡大に対応する
雇用及び雇用継続
［犬小屋製作工房K］

【さめうらこむ】
・インターネットを活用した全国への
販売・PR（H28）

◆木工製品の製造・販
売
［さめうらこむ］

17 嶺北地域の連携による交
流人口の拡大

《嶺北地域全域》

観光を軸として、吉野川の水
源地域における豊富な地域
資源や特色のある取組など
を横断的につなぐ場と仕組み
をつくることにより、「れいほ
く」の魅力をグレードアップさ
せるとともに、一元的な情報
発信や教育旅行の誘致を通
じて、交流人口の拡大を目指
す。

・嶺北地域観光・交
流推進協議会
・本山町
・大豊町
・土佐町
・大川村

・広域観光を担うコーディ
ネート組織（人）の機能強
化

・継続した営業体制の構
築に向けた人材の確保・
育成

・教育旅行の誘致促進に
向けた受入先の確保

◆観光・交流人口の誘
致事業

　 　 　 　

アクションプランの取組開始：H22
・H22.10月に嶺北地域観光・交流推
進協議会を設立
・観光・交流パンフレット「逢える」の
製作・PR活動への活用、ガイド研
修、モニターツアーの実施など、嶺
北4町村が連携した活動を実施
（H22～28）
・大学等との連携した旅行商品の
磨き上げなど、地域外の誘客推進
と人材の有効活用の取組の実施
（H22～28）
・教育旅行の受け皿となる民泊の
研修会の実施
（H25～28）

アクションプランの取組開始：H28
【犬小屋製作工房Ｋ】
・インターネットを活用した全国への
販売・PR（H28）
・効率的な製造ライン確保のための
新工場の整備に向けた産業振興推
進総合補助金の申請準備（H28）

【さめうらこむ】
・インターネットを活用した全国への
販売・PR（H28）

◆広域観光推進体制
の強化

　 　 　 　

◆教育旅行の受皿とな
る民泊の推進

・広域観光組織の機能強化に向け
た視察研修の実施(H28)
・観光・交流パンフレットの見直し及
び改定(H28)
◆嶺北地域観光・交流推進協議会
において、4町村が連携して、モニ
ターツアーや商品開発に取り組み、
「れいほく」全体の広域的な交流人
口の拡大につなげることができた。



Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 指標 目標値（H31）

第３期計画
Ｈ３２以降

指標及び目標

注文数
（H27：500件）

750件

従事者数
（H27：4人）

6人

公共関連宿泊施
設での宿泊者数
（H19：8,975人）
（H22：9,687人）
（H26：11,461人）

12,400人

観光・交流人口の誘致事業

・ターゲット地域の旅行会社に対する販売促進活動

・地域産品の販売イベント等との共催による量販店や街頭での観光ＰＲ

・旅行会社とタイアップした旅行商品の開発や販売促進活動や県外企業に対する企業研修

及びＣＳＲ活動、福利厚生事業用プラン（体験プログラム）のセールス

地域情報の充実と効果的な情報発信

木工製品の製造・販売

販売・PR活動

生産拡大

に向けた

検討

生産体制の強化、生産ライン再構築

新工場の整備

新ラインでの製造

オーダーメイドペットハウスの製作・販売

生産量拡大に対応する雇用、雇用の継続

インターネットを使った販売・PR

生産拡大に対応する雇用及び雇用の継続

素材確保、品質確保

クオリティ向上への取組、人材育成及び従事者の拡大

　 　

民泊受入世帯数
（H26：49世帯）

120世帯

観光産業化方針、中長期計画の策定

広域観光推進体制の強化

町村、関係団体、県等との協議及び、人材育成も含めた機能強化

地域の活動者や行政との連携による研修会の実施

プラットフォームづくりに向けた検討

旅行会社等への教育旅行のセールス

教育旅行の受皿となる民泊の推進

事務局体制の構築



【嶺北地域】

 

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取組と成果 課題 主な内容

18 嶺北広域観光アウトドア
の里づくり

《嶺北地域全域》

嶺北地域の豊かな自然を活
かし、全国ブランドを有する
企業の監修によるアウトドア
拠点施設を整備し、広域観光
の推進につなげる。

・本山町
・大豊町
・土佐町
・大川村
・本山町白髪山・工
石山保全活用推進
協議会

・アウトドア拠点施設整備
に向けた管理・運営体制
等の検討

＜白髪山・工石山＞
・白髪山ガイド研修・モニターツアー
の実施（H28）
・工石山「紅れん石」の県天然記念
物指定に向けた申請準備（H28）

＜白髪山・工石山＞
・天然記念物としての保
護、観光客に配慮した
ハード面の整備

・ガイドの確保

◆受入体制（白髪山・
工石山）の整備（ハー
ド）

　 　 　 ◆受入体制（白髪山・
工石山）の整備（ソフト）

◆観光客（白髪山・工
石山）の誘致

　

◆拠点施設の整備・運
営

◆誘客の促進

アクションプランの取組開始：H28
・アウトドア拠点の整備に向けた基
本計画の策定及び実施設計の策
定開始（H28）
・カヌー、ラフティング、山岳等アウト
ドアインストラクター養成の実施
（H28）
◆インストラクター等の人材育成が
着実に進んでいる。

19 嶺北地域における山岳観
光の拠点整備

《嶺北地域全域》

・大川村
・(一社)大川村ふる
さとむら公社
・本山町
・大豊町
・土佐町

・運営主体の体制の強化
に必要な人材の確保

◆地域資源を活用した
体験プログラムの開発
と磨き上げ

◆白滝の里再整備

アクションプランの取組開始：H28
・モニターツアーを通じた体験プロ
グラムの磨き上げ（H28）
・白滝の里観光交流基本構想策定
員会及び白滝の里観光交流基本
構想ワークショップの開催（H28）

四国山脈、吉野川、さめうら
湖といった自然の資源を活か
し、嶺北地域を中心として、
近隣エリアの資源をつなぎ、
自然や人とのふれあい・交流
を深める新たな観光コンテン
ツをつくり、交流人口の拡大
を目指す。



Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 指標 目標値（H31）

第３期計画
Ｈ３２以降

指標及び目標

アウトドア拠点施
設の利用者数
（H27：0人）

50,000人

白髪山・工石山へ
の観光客数
（H24～26累計：58
人）

200人
（H28～31累
計）

　 　

拠点施設の整備・運営

施設実施設計、施設整備工事

・新たな体験プログラムの開発、磨き上げ

・４町村での連携方策の検討、実践

・旅行会社等へのセールス・プロモーション活動、地域情報も含めた情報発信

拠点施設の運営、インストラクターの養成

管理運営方法の検討、決定

誘客の促進

体験インストラクターの育成

遊歩道の整備

受入体制（白髪山・工石山）の整備（ハード）

ベンチ・案内版等の補修

受入体制（白髪山・工石山）の整備（ソフト）

観光客（白髪山・工石山）の誘致

白髪山・工石山観光のPR

ガイドの養成研修・スキルアップ研修の実施

民間企業と連携した誘客

カヌー指導者

の招致

カヌー人材の育成

白滝の里施設利
用者数
（H26：6,175人）

15,000人

地域資源を活用した体験プログラムの開発と磨き上げ

体験プログラム（ロゲイニング、ロングトレイル、環境学習

等）の開発・試行

地域情報も含めた情報発信、企業等への営業活動

運営主体の体制強化

体験プログラムの磨き上げ、受入体制の整備

白滝の里再整備

基本構想の策定 トレイルコース整備、施設改修等

インストラクターの養成

基本計画等の策定



【嶺北地域】

 

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取組と成果 課題 主な内容

20 さめうら湖の活用をはじめ
としたスポーツツーリズム
の振興

《嶺北地域全域》

・民間事業者（NPO
法人さめうらプロ
ジェクト）等
・土佐町
・大川村
・本山町
・大豊町

・嶺北内町村の連携によ
る事業の展開

・年間を通して利用者が
訪れる取組の構築

・地域経済へ波及効果が
生まれる仕組みづくり

◆さめうら荘建設検討
委員会等：早明浦湖を
核とした交流人口の拡
大及び環境整備（さめ
うら荘の改修等）

◆嶺北地域におけるサ
イクリングを通じた交流
人口拡大の取組

早明浦ダムでのスポーツ
フィッシング大会の開催や、
湖面を活用したウォータース
ポーツなどのアクティビティ等
のほか、嶺北地域内の資源
と連携し、さめうら湖を核とし
た交流人口の拡大を図るた
め、Ｈ25年度に組織した「さめ
うら荘建設検討委員会」の検
討を踏まえ、宿泊施設等、湖
面一帯の整備を行う。
また、早明浦ダムの湖畔を中
心に嶺北地域内でサイクリン
グコースを設定するとともに、
サイクリストの受入環境等を
整備する。

アクションプランの取組開始：H21
・モニターツアーの実施（H22～28）
・スポーツフィッシング大会の開催
（H22～28）
・PR活動（H21～28）
・研修会等への参加（H21～28）
・地域（出身）学生等との連携事業
（H22～28）
・NPOさめうらプロジェクト設立
（H24）
・さめうら湖の利用に関する検討委
員会（H23～24）
・さめうら荘建設検討委員会（H25～
28）
・役場内ワーキンググループによる
基本設計案等の検討（H28）
◆NPOさめうらプロジェクトを中心
に、さめうら湖を利用した交流事業
等が模索され、地域（出身）学生と
の連携や各種利用メニューなど、一
定のかたちができてきている。しか
し、湖面でのアクティビティについて
は実施コストの高さや、気象条件等
により安定した湖面利用が難しいこ
となどから、本格的な事業化には課
題が多い。
　H26には活動フィールドの拡大に
向け、さめうら湖畔でのロードバイク
の取組を開始した、高知工科大サ
イクリング部等とも連携し、モニター
大会を開催するなど、一定の成果
が上がっている。
◆土佐町ではH23から、さめうら湖
の利用に関する検討委員会が開催
され、水をキーワードにした観光振
興案が示された。H25からは新た
に、さめうら荘建設検討委員会が組
織され、上記観光振興の具体化と
さめうら荘の改修について検討が
進められている。
　H26には検討委員会の答申がまと
められ、それを踏まえた改修設計
案が出されたが、財源の確保等課
題も多く、慎重に検討を進めていく
予定である。



Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 指標 目標値（H31）

第３期計画
Ｈ３２以降

指標及び目標

さめうら荘利用者
（宿泊・レストラン）
数
（H22：2万人）
（H26：2万人）

2.5万人

自転車関係者等のネットワーク強化、体制の確立

嶺北地域のサイクリングコース・プランづくり

嶺北地域におけるサイクリングを通じた交流人口拡大の取組

環境整備

事業展開

検討委員会等による事業内容の検討・選定

試行事業の実施

環境整備

さめうら湖を核とした、土佐町観光・交流資源等の一体的活用

事業展開

さめうら荘建設検討委員会等：さめうら湖を核とした交流人口の拡大及び環境整備（さめうら荘の改修等）

検討委員会等の検討を踏まえ、さめうら荘の改修等

試行的実施

カヌー指導者

の招致

さめうら湖を活用した合宿等の誘致



【嶺北地域】

 

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取組と成果 課題 主な内容

21 嶺北地域の連携による移
住促進の取組

《嶺北地域全域》

・れいほく田舎暮ら
しネットワーク
・本山町
・大豊町
・土佐町
・大川村

◆空き家の調査及び家
主等との交渉等

◆移住しやすい環境の
整備（移住お試し住宅
の設置及び住宅の補
修・改修）

　 　 　
◆PR・情報発信等

22 学生・若者と地域の連携
による事業創出支援プ
ラットホーム「ONEれいほ
く の構築

県内大学のOBや学生たちが
中心となって、若者と地域を
つなぐ組織を構築し、地域活
性化の具体的な企画 提案を

・NPO法人ONEれい
ほく
・高知大学
嶺北高校

・ONEれいほくとしての地
域活性化プロジェクトの
企画

◆プロジェクトの企画・
実施

アクションプランの取組開始：H28
・NPO法人登記（H28.6月）
・若者が集う拠点の運営・イベント
の開催（H28～）

4町村が各町村内の空き家や
農地等の情報を収集して嶺
北地域の移住に関する情報
をデータベース化し、嶺北地
域に移住しやすい環境を整
えることにより、嶺北地域へ
の移住・定住人口の拡大を
図る。
また、観光・交流の取組とも
連携して、地域の情報発信を
行い、観光・交流から移住に
繋げる取組を実施する。

・受け入れ体制の整備
（空き家確保、お試し住
宅など）

・PR、情報発信

アクションプランの取組開始：H24
・4町村連携した移住相談への対応
（H24～28）
・空き家調査の実施（H24～28）
・移住体験ツアーの開催（H24～28）
・移住相談会の開催及び参加（H24
～28）
・移住者交流会の開催（H24～28）
・お山のてづくり市の開催（H24～
28）
◆れいほく田舎暮らしネットワークと
4町村に配置された移住窓口担当
者が連携し、移住相談への対応・情
報共有等を行うことにより、H24は
50人を超える移住者が生まれるな
どの成果をあげた。れいほく田舎暮
らしネットワークによる移住希望者
の側に立った相談対応が評価をさ
れている。
◆H25からは移住者の発表の場づ
くりや地域外とのネットワーク形成
を目的に「お山のてづくり市」を開催
し、一定の集客に繋がった。
◆H26には、れいほく田舎暮らし
ネットワークがNPO法人化し、組織
体制を確立した。土佐町で実施され
ている農業インターンシップ事業
や、高知移住プロジェクトを通じた
県内団体との連携など、団体の認
知度も上がり、着実に成果が上
がっている。
◆H28には、れいほく田舎暮らし
ネットワークが支援する土佐泡盛
「REIHOKU」の企画・販売や土佐町
中学校3年生の総合学習（空き家再
生）などが各種メディアに取り上げ
られるなど、地域のPRにも大きく貢
献した。

く」の構築

《嶺北地域全域》

性化の具体的な企画・提案を
行うとともに、地域からの協
力要請（イベント、移住促進、
学習支援等）にも応じる仕組
みをつくることで地域への若
者の流入・定着を目指す。

・嶺北高校
・本山町
・大豊町
・土佐町
・大川村

　

23 大豊町西峯地区における
ビジネス創出による地域
活性化の取組

《大豊町》

集落活動センター西峯が、遊
休施設（廃校のグランド）を活
用し、新たなビジネスとして、
林業用苗木（コンテナ苗）の
生産・販売に取り組み、地域
の活性化を目指す。

・西峯地区活性化
推進委員会
・大豊町

アクションプランの取組開始：H28
・育苗ハウスの整備（H28）
・試験生産：19,880本（H28）
・栽培管理に関する勉強会の実施
（H28）

・安定した栽培の確立

・コンテナへの移植及び
出荷の作業における人
員確保

◆スギ苗木（コンテナ
苗）生産

　

の開催（H28～）
・地域活性化に資する市町村事業
等の受託（H28～）
・FAAVO高知サブオーナー会議事
務局として地域活性化プロジェクト
の企画等を支援（H28～）
◆ONEれいほくの活動に関わった
若者が多数移住するなど、嶺北地
域への若年層の流入に大きく寄与
した。



Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 指標 目標値（H31）

第３期計画
Ｈ３２以降

指標及び目標

移住者数
（H24～26累計：
214人）

280人（H28～
31累計）

プロジェクト数
(H27：0件）

7件

空き家の調査及び家主等との交渉等

専任職員による情報収集等

・空き家、農地の調査

・家主・地権者との交渉

・データベース化 等

移住しやすい環境の整備（移住お試し住宅の設置及び住宅の補修・改修）

お試し住宅整備検討 お試し住宅の整備

お試し住宅の運用、移住希望者への紹介

PR・情報発信等

移住相談会・ホームページ等による情報発信、観光・交流の取組と連携した情報発信

PR・情報発信戦略の検討

プロジェクトの企画・実施

生産本数
(H27：1,920本)

2万本

スギ苗木（コンテナ苗）生産

試験生産

実施体制

の確立

施設整備

（栽培施設）

本格生産・販売

実施体制の確立

行政や地域企業等への企画・提案及びニーズとのマッチング

拠点事業、情報発信事業、教育・交流事業（こども大学）、イベント・移住促進等
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